
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和6年度  事 業 報 告 書
令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人DAK0

1 事業の成果
令和6年度は啓発活動事業と人材育成・教育支援事業を主な活動として実施した。
具体的には、地方議員と直接話してみることで、街にもっと興味を持ち、政治について向き合うきっか |

を生み出すイベント「Voters Caf6」 を東京都足立区、東京都中野区、宮城県仙台市で行った。各自治体
挙管理委員会等の機関と連携し、延べ100名 の動員を実現した。
東京都文京区では、小 。中学校にて主権者教育出前授業を行い、模擬戦挙等の授業を展開した。
島根県邑智郡美郷町では、総務省の管轄する「主権者教育」優良事例普及推進事業を支援した。美郷町の
課後児童クラプを対象に、主権者教育出前授業を実施した。
子育て世代がつながるための居場所事業や子育て支援に関する啓発事業は、東京都足立区の放課後等フ

~

イサービスにて、障がいをもった児童向けに主権者教育出前授業を行った。保護者にも参加いただき、
護者向けの講演、保護者同士が話し合える環境を提供した。

2 事業の実施に関する事項

※その他事業は実施していない。

従事者
の人数

事業費の
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(千円)

事業名 事 業 内 容 施

時

実

日

施

所

実

場

受益対象者
の範囲及び

人   数

政治・社会参画

に関する人材育

成・教育支援事

業

主権者教育に関する教材を制

作した。また、学生向けに主権

者教育に関する出前授業を実

施した。

年間を通じて

随時実施

東京都文京区

東京都足立区

東京都中野区

官城県仙台市

島根県美郷町

10名 学生"社会人

約 100名

964

子育て世代が対

話できる居場所
づくり事業

親御様や子育て支援従事者向

けに、子育て・障がいに関する

講演活動等を実施した。

年間を通じて

随時実施

東京都足立区 5名 子育て世代 :

10名

子育て支援活動
に関する啓発事

業

今年度は実施なし

今年度は実施なしその他目的を達

成するために必

要な事業



13 法 28条

令和6年度 活動計算書

令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人DAKK0

科
日

【 金 額

964,500

0

0

24 396
89

468,570

38,18

155
155

394,010
13,000
23,375

964,500

468,570

24 485

1 155

988,985

469 725
519,260

519,260
0

519,260
509,482
1.028_742

I 経常収益
1 受取会費
正会員受取会費
受取会費計
2 受取寄附金
受取寄附金

受取寄付金計
3 受取助成金
受取助成金
受取助成金計
4 事業収益
(1)政治・社会参画に関する人材育成・教育支援事業

(2)子育て世代が対話できる居場所づくり事業

(3)子育て支援活動に関する啓発事業

(4)その他目的を達成するために必要な事業

事業収益計
5 その他収益
受取利息
雑収入
その他収益計
経常収益計

Ⅱ∬鶏費当給彎上卦人件軍裂善
該
会可骨碧消誓百口,・
 _,雑費

′↓経費計多の他 ,匡 .L_`l歯業費 ||甲 ´
:二 議L2 
お景熟馨計
~｀
Z´ σ)141」i´(2,馨

〕劉計多 の叫 ′1ェ
三
二 l彗理費声|経4滉増減額

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

※今年度はその他事業を実施 していません。



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和6年度 貸借対照表

令和 7年 3月  31日 現在

特定非営利活動法人DAKK0

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

売掛金

流 動 資
2 固定資産
固 定 資

産 合 計

産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払費用

流 動 負
2 固定負債
固 定 負

債 合 計

債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

952,286

469,500

139,279

1,421,786

1,421,786

139,279

139,279

509,482

519,260

1,028,742

1,421,786



特定非営利活動法人DAKK0

墜盗誼塞2と証盤重型ヨ塾

重要な会計方針
計算書類の作成は、ヽ PO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。
(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は、原価基準により評価方法は総平均法によっています。

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(3) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2.事業費の内訳
事業費の区分は以下の通りです。
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取会費

取寄付金

取助成金

業収益

の他収益

収 益

0

0

0

964,500

0

0

0

0

0

24,485

0

0

0

964,500

24,485

0

0

0

964,500

24,485

経常収益計 964,500 24,485 988,985 988,985

Ⅱ 経常費用

(1)人件費
給料手当

雑給

人件費計

(2)その他経費
旅費交通費

接待交際費

通信費

会議費

消耗品費

支払手数料

394,010

13,000

23,375

0

38,185

1,155

０

０

０

０

０

０

394,010

13,000

23,375

0

38,185

1,155

394,010

13,000

23,375

0

38,185

1,155

その他経費計 .169,725 469,725 469,725

経常費用計 0169 725 469,725 469,725

当期経常増減額 494,775 519,260 021 485 519,260

科  目 る人材育
成・教育支

くり事業

その他目

要な事業
.

事業費計 管理費 合計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和6年度 財産目録

令和 7年  3月  31日 現在

特定非営利活動法人DAKK0

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1 流動資産
現金預金

銀行普通預金
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受取助成金
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]負 債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負
負  債  合

債 合 計
計

正 味 財 産

952,286

469,500

139,279

1,421,786

1,421,786

139,279

139,279

1,282,507



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係)
設立・役員変更用

役 員 名 簿 (銀名級 び役員のうち報酬を受ける者の名簿 )

特定非営利活動法人_DAK0

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。〈法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(どちらかにO)

(フ リガナ)
報酬の有無
(どちらかにO)

役職名等
氏    名

1 匿亜卜監事

I::t)\t l- t/

有・□ 代表理事

横張 寿希

2 巨亜]・ 監事
/\-? , : +
浜田 未貴

有・□ 理事

3 巨ヨ・監事
サノアヤコ

佐野 絢子
有・□ 理事

4 匡ヨ・監事
タグチユウト

有・□ 理事
田口 裕斗

5 巨 ]]・ 監事

タカハシカズ

ユキ 有・□ 事務局長

高橋 一之

6 理事・E∃

オガワトモヤ

ス

高橋 一之
有。□ 監事

7 理事・監事 有・無

8 理事・監事 有 4正

9 理事・監事 有・無

10 理事・監事 有・無



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_DAKKO______________

氏   名

1 横張 寿希

2 高橋 ―之

3 佐野 絢子

4 高橋 里奈

5 森J:! のぞみ

6 小川 智康

『
′ 小田切 瑞生

8 菅 将大

9 浜田 未貴

10 田口 裕斗

11 柿本 優里




